
基準値 目標値 達成

年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

％ 58 97 99 99 100

- - - - -

施策の分析

達成すべき目標 災害廃棄物のできるだけ早期の処理・処分を完了する。

施策の予算額・執行額等

平成２７年度実施施策に係る政策評価書
（環境省２７－⑳）

施策名 目標4-7　東日本大震災への対応（災害廃棄物の処理）

施策の概要 東日本大震災により発生した災害廃棄物の安全かつ迅速な処理を推進する。

区分 25年度 26年度 27年度 28年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 134,828 33,863 23,133 35,749

補正予算（b） 0 0 0 0

繰越し等（c） 304,251 54,856 15,061

合計（a＋b＋c） 439,079 88,719 38,194

執行額（百万円） 383,571 57,458 24,586

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

測定指標
災害廃棄物の処理割合

年度ごとの目標値

実績値

○

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

評
価
結
果

担当部局名
大臣官房廃棄物・リサ
イクル部廃棄物対策課

　作成責任者名
　 （※記入は任意）

廃棄物対策課長 政策評価実施時期 平成28年8月

【施策】
処理が完了していない福島県の一部地域については、進捗管理を実施しつつ、市町と連携して国の代行
処理等による支援を行う。

【測定指標】
災害廃棄物の処理については、その処理割合が100％になることを目標に進めることが適当である。岩手
県と宮城県の災害廃棄物の処理は目標通り完了しており、上記測定指標により福島県についてもできる
だけ早期の処理完了を目指す。

学識経験を有する者の知
見の活用

③相当程度進展あり（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

○岩手県と宮城県を含む12道県において、災害廃棄物の処理は目標通り平
成26年3月末までに完了。
○福島県についても平成27年3月末までに、一部の損壊家屋の解体と国によ
る可燃物の代行処理を除き、概ね処理を完了。

目標達成度合いの
測定結果

次期目標等への
反映の方向性

○東日本大震災からの１日も早い復旧・復興のために、災害廃棄物の早期処理完了は不可欠であり、平
成26年３月末までの処理完了を目指して、施策を実施（岩手県と宮城県沿岸部に31基の仮設焼却炉と22
箇所の仮設破砕選別施設を設置。18都府県で約62万トンの災害廃棄物の広域処理を実施。）。その結
果、岩手県と宮城県を含む12道県については目標通り、災害廃棄物の処理を完了し、さらに災害廃棄物
の約82％、津波堆積物の約99％を再生資材として公共事業等にて利用した。
○平成26年３月末までに処理完了が困難であった福島県の一部地域について、平成25年８月末に処理の
進捗状況等を総点検し、今後の見通しを公表した。この見通しに基づき、きめ細かな進捗管理を実施しつ
つ、市町と連携して国の代行処理等による支援を通じ、できるだけ早期の処理完了を目指して、施策を実
施している。

別紙２


